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１．衛星放送ワーキンググループについて 

 衛星放送ワーキンググループ（主査：伊東 晋 東京理科大学名誉教授）は、デジタル時代

における放送制度の在り方に関する検討会（座長：三友 仁志 早稲田大学大学院アジア太平

洋研究科教授。以下「親会」という。）において取りまとめられた「デジタル時代における

放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ（第２次）」（2023年(令和５年)10月18日）

の中で、「本検討会の下で新たにワーキンググループを開催し、インフラコストの低廉化に

資するハード設備の在り方や衛星放送における４Ｋ放送への取組等、短期・中期にわたる諸

課題への対応に関して、具体的・専門的な議論・検討を行うこととする」旨の提言を受け、

2023年（令和５年）11月30日に第１回会合を開催して以降、2024年（令和６年）９月までに

12回の会合を開催し、議論・検討を深めてきた。 

 また、親会の下で開催された「放送業界に係るプラットフォームの在り方に関するタスク

フォース」における取りまとめの中でも、「衛星放送の質の確保とコストの抑制の両立を図

るため、共同衛星、管制の在り方等について、株式会社放送衛星システム（Ｂ－ＳＡＴ）、

スカパーＪＳＡＴ株式会社等の関係者からなる検討の場を早急に設置すべき」とされるとと

もに、「その検討の場においては、共同衛星の打上げを視野に、関係者の理解を得つつ、質

の確保とコスト抑制に資する課題の整理とその課題解決方策について検討し、可能なものに

ついて年度内を目途に中間報告を行うべき」と示されたことを受け、ワーキンググループの

検討項目のひとつである「衛星放送に係るインフラコストの低減」について先行的・集中的

に議論・検討を行ってきた。 

 他方、ワーキンググループにおける議論・検討の過程において、「衛星放送に係るインフ

ラコストの低減」に関連するその他の論点やインフラコスト以外の検討項目についても様々

な課題や論点が見えてきたこと、また、それらの課題や論点が相互に関係性を有しているこ

とが明らかになったことから、「衛星放送に係るインフラコストの低減」について議論・検

討をさらに深めるとともに、その他の検討項目についても議論・検討を進めた上で取りまと

めを行うことが適当であると考えられたため、2024年（令和６年）４月以降も継続して議

論・検討を重ね、今般、取りまとめを行うものである。 
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２．衛星放送ワーキンググループにおける検討項目 

 衛星放送ワーキンググループにおいては、当初、（１）衛星放送に係るインフラコストの

低減、（２）左旋空き帯域の有効活用、（３）右旋帯域の有効利用、（４）その他の４点を検

討項目とし、第１回会合において、以下の論点及び今後の対応案を議論した。 

  

 （１）衛星放送に係るインフラコストの低減     

    《論点》共同衛星・管制等によるインフラコストの低減 

          ⇒ ソフト事業者における負担軽減、経営の選択肢の拡大 

    《対応》今年度中に方向性の取りまとめ 

 （２）左旋空き帯域の有効活用   

    《論点》難視聴地域等における地上波代替手段としての左旋帯域の活用可能性 

         ⇒ 難視聴地域等における共聴施設の改修等に係る負担の軽減 

    《対応》地上波代替に係る技術的検証・代替コスト試算等に係る手法の検討 

 （３）右旋帯域の有効利用 

    《論点》右旋帯域の有効利用（４Ｋ放送の普及等）に資する新たな符号化方式に 

        対応した受信環境の普及 

         ⇒ 周波数使用の効率化等による新規割当等の推進 

    《対応》新たな符号化方式に対応した受信環境の右旋帯域の普及等に向けた検討 

 （４）その他 

    《論点》持続可能な衛星放送の将来像 

         ⇒ 衛星放送の多様性や放送サービスの継続性の確保等 

    《対応》衛星放送を取り巻く環境の変化等を踏まえた衛星放送の在り方（運用面・ 

        制度面）の検討 

 

 このうち、「（２）左旋空き帯域の有効活用」については、主に地上波代替における衛星放

送の活用1を念頭に置いてきたことを踏まえ、ワーキンググループにおいては「地上波代替

における衛星放送の活用」として検討を行うこととした。また、「（４）その他」について

は、2023年（令和５年）11月に行ったＢＳ放送の右旋帯域において４Ｋ放送を行う衛星基幹

放送事業者の認定を踏まえ、新たに「衛星基幹放送の認定における通販番組の扱い」につい

て検討を行うこととした。 

 さらに、2024年（令和６年）１月１日に発災した能登半島地震及びその際の日本放送協会

（ＮＨＫ）の衛星放送を活用した取組（発災直後から、ＢＳ放送の３チャンネル（ＢＳ１０

３）において金沢放送局の番組を放送2）を契機として、「災害発生時における衛星放送の活

用」についての検討項目を追加することとした。 

                            
1 本取りまとめにおける「代替」には、暫定的・緊急的な措置として、衛星放送を用いて、地上系の放送番組を再放送する場

合等を含む。 
2 ＮＨＫは、能登半島地震発災直後の2024年（令和６年）１月９日から、臨時対応として、金沢放送局の番組を放送。 
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 これらを踏まえ、第６回会合において、次に掲げる各検討項目に係る今後の検討の方向性

等について整理を行い、議論・検討を継続することとした。 

   

 【検討項目と検討の方向性（第６回会合において提示）】 

  （１）衛星放送に係るインフラコストの低減 

    ⅰ）衛星の調達費用 

      ハード事業者におけるコストの低減を図るため、衛星を共同で調達して打上

げを行うことが有効であることを確認。 

    ⅱ）共同衛星に搭載する中継器数 

      左旋の中継器の搭載については、将来的な需要等を踏まえ、中継器を搭載し

ない可能性も含めて議論・検討。 

    ⅲ）共同衛星の打上げ時期 

      現行の衛星について、燃料寿命の延伸措置に係る課題等を共有した上で議

論・検討。 

    ⅳ）共同衛星の管制の在り方 

      管制に係るコストや衛星放送の安定性・継続性等に留意しつつ、将来的・長

期的な在り方も含めて、慎重に検討。 

  （２）地上波代替における衛星放送の活用 

     難視聴地域等における衛星放送の活用を念頭に、地上波代替手段の在り方、実

用化に向けた課題解決のために必要となる取組について議論・検討。 

  （３）右旋帯域の有効利用 

     ２Ｋ放送での新たな映像符号化方式の実用化、周波数利用の効率化・将来的な

右旋帯域の再編、４Ｋ放送事業者の参入促進等について議論・検討。 

  （４）衛星基幹放送の認定における通販番組の扱い 

     衛星放送の多様性の確保、通販番組のみを放送する事業者に係る考え方、衛星

基幹放送の認定における審査基準の在り方等について議論・検討。 

  （５）災害発生時における衛星放送の活用 

     災害発生時における放送を通じた情報提供、放送実施主体、周波数帯域の確保

やコスト負担、平時における衛星放送の運用等について議論・検討。 
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ⅳ）共同衛星の管制の在り方 

 衛星は、管制センターにおいて常に監視され、衛星の姿勢制御（軌道位置の修正）、衛星

に搭載された中継器の制御、接近する宇宙ごみ（スペースデブリ）の回避といった管制が行

われており、現用衛星に不具合が生じた場合は、現用衛星から予備衛星への切替え等が行わ

れる。 

 現在、Ｂ－ＳＡＴにおいては、埼玉県川口市に主局として「川口衛星管制センター」を、 

千葉県君津市に副局として「君津衛星管制所」を設置し、５機の衛星の管制を行っている。

また、スカパーにおいては、神奈川県横浜市に主局として「横浜衛星管制センター」を、副

局として茨城県常陸大宮市に「茨城ネットワーク管制センター」、山口県山口市に「山口ネ

ットワーク管制センター」を設置し、ＢＳＡＴ－３ｃとの共同衛星であるＪＣＳＡＴ－110

Ｒを除く12機（放送・通信）の衛星の管制を行っている。 

 現行の共同衛星ＢＳＡＴ－３ｃ／ＪＣＳＡＴ－110Ｒの場合は、管制はＢ－ＳＡＴが単独

で行い、スカパーはモニタリングのみを行っており、ワーキンググループにおいては、Ｂ－

ＳＡＴ・スカパーの説明及び構成員による議論・検討の結果を踏まえ、共同衛星の管制の在

り方に係る論点として、「管制を適正に行うために必要となる要素や技術をどのように考え

るか。また、共同衛星の場合に必要な管制のレベルと管制に係るコスト負担とのバランスを

どのように考えるか。」、「管制に係るコストを検討する上で、考慮すべき条件や諸費用をど

のように考えるか。また、Ｂ－ＳＡＴ・スカパーにおける管制に要する費用の相違をどのよ

うに考えるか。」、「共同衛星に係る管制の実施主体についてどのように考えるか（代表者が

行うべきか、共同衛星に関わる社で分担して行うべきか）。また、その判断に当たって考慮

すべき要素についてどのように考えるか。」の３点を提示し、Ｂ－ＳＡＴ・スカパーの考え

方等を聴取した。 

 

今後の方向性等 

ⅰ）衛星の調達費用 

 ソフト事業者のインフラコストの低減を実現する上で、その削減の原資とも言える、ハー

ド事業者におけるコストの低減を図るためには、実際に衛星を保有・運用しているＢ－ＳＡ

Ｔ・スカパーの２社で重複して発生しているコストを特定し、その効率化を図ることが適当

であると考えられる。 

 新たに打ち上げられる衛星に関連して発生するコストとしては、「衛星の調達費用」及び

「衛星の打上げ費用（保険費用を含む。）」が大きな割合を占めるものと見込まれている。Ｂ

Ｓ放送及びＣＳ放送に利用する衛星を個別に打ち上げる場合、これらの費用は確実に重複し

て発生すると考えられることから、衛星の調達費用の低減を図るためには、ハード事業者が

衛星を共同で調達して打上げを行い、「衛星の調達費用」及び「衛星の打上げ費用（保険費

用を含む。）」を削減することが有効であることを確認した。 
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ⅱ）共同衛星に搭載する中継器数 

共同衛星に搭載する中継器の数については、将来における衛星放送サービスの在り方や関

連技術の進展等を念頭に検討することが適当であると考えられる。 

衛星放送の左旋帯域については、これまで４Ｋ放送・８Ｋ放送に用いられてきたものの、

ＢＳ放送・ＣＳ放送ともに空き帯域への新たな参入希望は認められず6、また、ＣＳ放送に

ついては2024年（令和６年）３月31日に４Ｋ放送のすべての番組（８番組）が終了7したこ

と等を踏まえ、左旋の中継器については、将来的な需要等により、次の新たな共同衛星には

放送用の中継器を搭載しないことでインフラコストの低減を図ることを確認した。 

ⅲ）共同衛星の打上げ時期 

 共同衛星の打上げ時期の検討に当たっては、燃料寿命の期限を正確に認識することが必要

であることから、当初、Ｂ－ＳＡＴにおいて、ＢＳＡＴ－３ｃ／ＪＣＳＡＴ－110Ｒの製造

メーカーに確認を行い、製造メーカーからの回答を踏まえて最終計算を行った結果、通常運

用による燃料寿命は2030年（令和12年）５月までと考えられる旨の説明があった。しかしな

がら、衛星の有効活用を図る観点から、Ｂ－ＳＡＴが提案していた高傾斜角軌道運用の実施

による燃料寿命延伸について、Ｂ－ＳＡＴ・スカパーにおいて２者間協議・燃料寿命の精査

を行った結果、ＢＳＡＴ－３ｃ／ＪＣＳＡＴ－110Ｒについては、通常運用の場合は2030年

（令和12年）９月まで、高傾斜角軌道運用を実施した場合は2031年（令和13年）10月末まで

運用可能（通常運用時との比較で約１年延伸。通常運用時の燃料寿命の２～３か月前に高傾

斜角軌道運用を開始。）であることが報告された。 

Ｂ－ＳＡＴ・スカパーにおいて共同衛星の打上げ時期を精査する中で、衛星の打上げが失

敗した場合の再打上げに要する期間についてメーカーに確認を行い、衛星の発注から引渡し

までの所要期間は、状況により数か月間の幅が生ずる可能性があることが判明したことが報

告された。これを踏まえ、Ｂ－ＳＡＴ・スカパーは、両者が新たな共同衛星を打ち上げる場

合は、打上げが失敗した場合における代替機の打上げを念頭に、衛星調達の所要期間等を考

慮することとしている。 

また、燃料寿命の延伸に係る検討の一環として、第４回会合において、気象庁から「気象

衛星ひまわり」の運用を委託されている気象衛星ひまわり運用事業株式会社（ＨＯＰＥ）か

ら説明を聴取した。ＨＯＰＥからは、衛星の燃料を使用する運用として「姿勢制御」、「軌道

制御」、「回避制御（宇宙ごみ（スペースデブリ）の回避）」、「軌道外投棄」の４種類の運用

がある中で高傾斜角軌道運用は「軌道制御」に必要な燃料を抑制する運用であり、高傾斜角

軌道運用を採用する際の検討のポイントとして、放送電波の受信エリアのズレの発生とその

                            
6 ＢＳ左旋帯域・ＣＳ左旋帯域における４Ｋ放送・８Ｋ放送は、2017年（平成29年）に衛星基幹放送の業務の認定が行われて

いるが、申請の公募・認定を行った結果、割当て可能な周波数に余剰が生じた経緯がある。2019年（令和元年）に行われた認

定（ＢＳ右旋帯域において２Ｋ放送を行う衛星基幹放送事業者を認定）の際には、ＢＳ左旋帯域・ＣＳ左旋帯域への参入を希

望した申請者はいなかった。 
7 2024年（令和６年）３月31日をもって株式会社スカパー・エンターテイメントが運営していた８番組の放送を終了。取りま

とめ時点において、ＣＳ放送の左旋帯域において放送されている番組はない。 
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送の安定性・継続性等の確保を図るとともに、共同衛星の調達・打上げによるコスト減と合

わせて、ソフト事業者のインフラコストの低減を実現する在り方を検討することが不可欠で

あると考えられる。 

衛星放送を取り巻く環境が大きく変化する中で、ソフト事業者のインフラコストの負担を

軽減するためには、ハード事業者のコストを低減させることが不可欠であるという基本的な

考え方に基づき、「衛星の調達費用」、「共同衛星に搭載する中継器数」、「共同衛星の打上げ

時期」、「共同衛星の管制の在り方」について、Ｂ－ＳＡＴ・スカパーの考え方等の聴取や構

成員による議論・検討を重ね、今後、衛星放送におけるインフラコストの低減に向け、以下

の取組を進めていくことを確認した。 

本検討項目は、衛星放送を行うソフト事業者における中継器利用料等のコスト負担の軽減

を目的とするものであり、削減されたコストがソフト事業者のコンテンツ投資等に充てられ

ることにより、衛星放送の更なる魅力の向上や衛星放送市場の活性化につながることが期待

される。 

 【目標時期】 

 ○ ＢＳ放送とＣＳ放送の新規衛星について、2029年度（令和11年度）後半に共同衛星  

として打上げ。 

 【検討項目】 

 ○ 以下の３ステップの検討を進め、上記年次までに結論を得る。 

   １）共同衛星の調達の在り方 ２）共同衛星の打上げの在り方  

   ３）共同衛星の管制・運営の在り方 

 ○ １）及び２）の具体化の必要性の認識の下、３）共同衛星の管制・運営の在り方に  

ついても更に検討を進め、衛星放送におけるインフラコストの低減と安定的な運用

の両立を実現する。 

  

 なお、「共同衛星の管制の在り方」については、上述のとおり、衛星放送におけるインフ

ラコストの低減と安定性・継続性等の確保を念頭に様々な関係者間で検討を進めることが望

まれるが、今後の共同衛星の調達・打上げに係る具体的な検討と合わせて、実際に衛星を打

ち上げ、当該衛星の管制を必要とする当事者である事業者間でも検討が行われることが必要

である。 

 現時点の衛星放送においては、ハード事業者である基幹放送局提供事業者はＢ－ＳＡＴ・

スカパーのみであり、一般社団法人衛星放送協会からは、ソフト事業者にとってハード事業

者の選択の余地がなく、選択の余地がない中において、ハード事業者を１社にすることによ

る効率化の可能性が指摘された。また、効率化を図った結果としてのサービス低下への危惧

等についても指摘されており、引き続き、将来的・長期的な在り方も見据えた検討が必要で

あると考えられる。 
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 このような検討の状況等も踏まえた上で、総務省においては、目標時期までの共同衛星の

打上げを見据え、ＢＳ放送の新規衛星に係る免許について、2026年（令和８年）中を目処に

公募を開始するために必要な手続を進めることとし、今後、免許方針の検討や所要の制度整

備等に取り組んでいくことが求められる。 
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（２）地上波代替における衛星放送の活用 

地上波代替における衛星放送の活用については、親会の取りまとめ（第２次）において、

「衛星放送の左旋帯域は４Ｋ・８Ｋ放送で使用することが基本とされているが、当該帯域を

使用した放送が開始された2018年（平成30年）以降、未使用の帯域が存在し続けていること

を踏まえ、周波数の有効活用の観点から、他のサービスでの活用も検討すべきである」旨の

提言がなされている。あわせて、「衛星放送は、特に離島を多く抱える地域や中山間地域、

受信障害地域といった地域における放送の受信環境の維持・確保の上で、有効な手段となり

得るものであり、衛星放送のハード事業者からも、条件不利地域における地上波の代替とし

ての衛星活用策が提案されている。そこで、総務省において、条件不利地域における地上波

を代替する手段としての左旋帯域の活用の可能性や有効性、経済合理性について検証すると

ともに、ブロードバンド代替やケーブルテレビによる巻取り等の代替手段も含めた横断的な

検討を行うべき」である旨が示されている。 

地上テレビジョン放送のネットワークでは、地上テレビジョン放送のデジタル移行に伴

い、2010年（平成22年）頃に多くの施設が整備されたが、設備の老朽化等により、その維

持・運営が困難になってきている。特に小規模中継局やミニサテライト局等については、世

帯カバー率が極めて小さい（合わせて３％弱）にもかかわらず、年間維持費の負担が大き

く、人口減少地域のサービス維持が課題とされている。また、辺地共聴施設についても、加

入世帯数の減少が続いており、世帯当たりの負担増加が懸念されている。 

他方、衛星放送の左旋帯域については、現在においても一部の周波数のみが放送サービス

に使用されており、未使用の帯域が多く存在し、現行の衛星に搭載されている左旋帯域の中

継器の活用が課題となっている。 

このような状況の下、総務省では、2022年度（令和４年度）に「衛星放送に係る周波数の

有効利用の推進及び衛星放送事業の経営環境の変化への対応に関する調査検討」を行い、左

旋帯域の新たな利用方法としてのユースケースに関する有識者・事業者等へのヒアリングを

実施した。調査検討を請け負った株式会社三菱総合研究所（ＭＲＩ）からは、地上波代替に

おける衛星放送の活用の有効性を確認するとともに、課題として、難視聴地域における受容

性や導入・運用に伴うコスト、効率的な伝送方式の検証及び地域を限定して放送するための

仕組みの必要性が示された。 

具体的な地上波代替における衛星放送の活用事例としては、地上テレビジョン放送のデジ

タル移行に際して発生した「新たな難視」や「デジタル混信」の対策が終了するまでの間、

暫定的・緊急的な処置として衛星放送を用いて、地上系の放送番組を同時再送信10した「地

デジ難視対策衛星放送（衛星セーフティネット）」という事例がある。衛星セーフティネッ

トでは、当時の社団法人デジタル放送推進協会（Ｄｐａ）が、ＮＨＫ（総合・教育）及び在

京民放キー局５番組、合計７番組の地上デジタル放送について衛星放送による再送信を行っ

た。再送信に当たっては、衛星セーフティネットの対象者リスト（ホワイトリスト）を作成

                            
10 放送法等の一部を改正する法律（平成22年法律第65号）に基づき、「再送信」の用語は「再放送」の用語に統一された。 
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し、ＮＨＫ（総合・教育）及び居住する都道府県を放送対象地域とする地上テレビジョン放

送局に対応する在京民放キー局の番組のみを視聴可能とした。このような視聴制御について

は、仕組み上受信機単位での制御を行っており、視聴エリア等による紐付けがないため、視

聴エリア単位での一括制御や追跡ができないという課題があった。加えて、当時の申込受付

は紙ベースであり、視聴開始に要する時間や個人情報の管理が課題であった。 

ワーキンググループにおいては、これらの背景等を踏まえ、地上波代替における衛星放送

に係る論点を「放送の実施主体等」、「県域放送との整合性」、「受信環境の整備」、「放送を行

うための周波数帯域等」の４点に整理し、議論・検討を行った。なお、これと並行し、親会

において放送ネットワークインフラの将来像等についての検討が行われており、また、小規

模中継局や辺地共聴施設等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム（ＢＢ代替作

業チーム）においても、小規模中継局等の放送エリアにおけるブロードバンドやケーブルテ

レビの代替手段の利用可能性等が検討されている。一方で、総務省と放送事業者等の協力に

より立ち上げられた中継局共同利用推進全国協議会においても、地上波中継局の共同利用

等、放送ネットワークの効率化に向けた検討等が行われている。さらに、各地域においても

中継局共同利用推進地域協議会が組成され、各地域の実情に即した議論が行われている。 

① 放送の実施主体等 

衛星放送のうち、ＢＳ放送や東経110度ＣＳ放送は衛星基幹放送に該当する。衛星基幹放

送の業務を行おうとする者は、放送法（昭和25年法律第132号）第93条第１項の規定に基づ

き総務大臣の認定を受けることが必要である。 

地上波代替における衛星放送も衛星基幹放送に該当することが想定されるため、その実施

に当たっては総務大臣の認定を受ける必要がある。衛星セーフティネットの事例において

は、情報通信審議会の第５次答申11において、実施主体として「放送分野に実績のある公益

的な法人が望ましい」とされたことを踏まえ、当時の法制度の下、Ｄｐａが実施主体として

認定を受けた経緯がある。 

② 県域放送との整合性 

基幹放送は、基幹放送普及計画（昭和63年郵政省告示第660号）において放送対象地域等

が規定されている。例えば、地上基幹放送である地上テレビジョン放送については、関東等

の広域圏における広域放送及び県域放送としてその放送対象地域が規定されている。 

他方、衛星基幹放送については、基幹放送普及計画において放送対象地域を全国としてい

ることから、地上放送を衛星放送で代替する場合は、当該地上放送の本来の放送対象地域と

の整合性について検討することが必要であると考えられる。 

 

                            
11 「地上デジタル放送の利活用の在り方と普及に向けて行政の果たすべき役割」に関する情報通信審議会の第５次中間答申に

おいて、審議会における議論も踏まえて作成された全国地上デジタル放送推進協議会の案により、国及び放送事業者において

作業を進めるべきであると考えると提言されたもの。この案において、実施主体や送信番組等、衛星セーフティネットの実施

方法が示されていた。 
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これらを念頭に、衛星放送で視聴することができる放送番組や地域を制限する場合は、衛

星セーフティネットと同様に、適切に視聴者管理を行うことが必要である。 

③ 受信環境の整備 

衛星放送を受信するためには、例えばパラボラアンテナ、アンテナからの配線、衛星放送

対応チューナーといった受信環境を整備する必要がある。地上テレビジョン放送のデジタル

移行に際して発生した「新たな難視」や「デジタル混信」の対策として、国費により、共同

受信設備の設置やケーブルテレビへの加入、高性能アンテナ対策等の支援が実施されてい

る。衛星セーフティネットでも同様に、国費により、衛星放送を受信するためのアンテナ設

置やチューナーの貸与といった受信環境の整備が実施された。地上波代替における衛星放送

の活用に際しても、対象となる世帯において受信環境を整備するための費用負担が課題とな

る。 

④ 放送を行うための周波数帯域等 

衛星放送を行うためには、周波数帯域の割当てが必要である。衛星セーフティネットで

は、１つの中継器を使用し、デジタル標準画質７番組の再送信を行った。地上波代替におけ

る衛星放送の活用に際しては、現行衛星の左旋帯域に周波数を確保する場合に、必要な帯域

をどのように考えるかが課題となる。また、必要な帯域の検討に当たっては、衛星放送で代

替する放送番組の受信品質や機能についてもあわせて検討する必要がある。 

 

今後の方向性等 

2023年（令和５年）４月に総務省が公表した「デジタル田園都市国家インフラ整備計画

（改訂版）」では、2027年度（令和９年度）末までに光ファイバの世帯カバー率99.9％を目

指すとしているところ、この目標が達成されても光ファイバ未整備の世帯が約５万世帯残る

こととなる。このようなブロードバンドやケーブルテレビが未整備の世帯において、将来、

衛星放送が地上放送の代替の現実的な選択肢になるかどうかを見極めるために、各課題につ

いて引き続き検討が必要と考えられる。 

放送の実施体制については、地上波代替において衛星放送を活用する場合、衛星セーフテ

ィネットと同様に第三者的な位置付けの団体が実施主体として認定を受ける形態や、既存の

地上基幹放送事業者が衛星基幹放送の業務について認定を受ける形態が考えられるが、いず

れにしても、認定を受けた者は衛星基幹放送を行う主体としての義務を負うことから、適切

な実施主体や実施体制を検討することが重要である。特に、Ｄｐａのような団体が実施主体

となる場合は、地上基幹放送事業者から放送番組の供給を受けて衛星放送を行うことが必要

となることに留意が必要である。また、実施体制がどのようなものであれ、中継器利用料等

のコスト負担の在り方についてもあわせて検討することが必要である。なお、今後において

も、中継局共同利用推進全国協議会等において議論が続いている状況等を踏まえて検討を続

ける必要があると考えられる。 
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全国を放送対象地域とする衛星放送で地上テレビジョン放送を代替するに当たっては、放

送対象地域について整合性を図るために、視聴者管理の仕組みを整備しなければならないこ

とから、その在り方や担い手、費用負担について検討する必要がある。衛星セーフティネッ

トの取組のようなホワイトリストを作成して厳格に視聴者管理を行う形を含め、視聴者管理

の在り方やその詳細を調査・検討する必要がある。その際、今後、視聴者管理を行う場合に

は、Ｗｅｂサイトやアプリといったオンラインシステムによる申込受付が想定されるため、

どのようなインターフェースで申請を受け付けるか、その場合、申請者が対象地域に住んで

いるかをどのように確認するか等が課題になると考えられる。 

受信環境の整備については、これまで実施された取組も参考にしつつ、整備を必要とする

視聴者に対して、適切なタイミングで、適切な支援を行うことが必要であると考えられる。 

衛星放送による地上波代替の実用化に向けては、上述のＭＲＩから聴取した課題等を解決

し、検討を進めるための技術的検証やコスト試算等を実施する必要がある。このため、先行

して実証事業等を行っているＢＢ代替作業チームでの検討状況等を参考としながら、2024年

度（令和６年度）に、番組の画質・音質、気象耐性その他の技術的課題、視聴者負担や視聴

サービスの受容性等について検証・整理等を行うことが望ましい。また、放送を行うための

周波数帯域等を検討する上では、需要等に関する調査を行い、どのくらい利用される可能性

があるのかを確認することも有用であると考えられる。 
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（３）災害発生時における衛星放送の活用 

 2024年（令和６年）１月１日に発災した能登半島地震について、ＮＨＫは、臨時対応とし

て衛星放送を活用して被災地の状況を伝えるため、同年３月31日に放送を終了し、衛星基幹

放送の業務の廃止を予定していた「ＮＨＫ ＢＳプレミアム」のチャンネル（ＢＳ１０３）

でＮＨＫ金沢放送局（地上テレビジョン放送）の番組を放送した。 

  また、ＮＨＫは、被災地におけるケーブルテレビの被害や復旧状況等を踏まえ、「ＮＨＫ 

ＢＳプレミアム」に係る衛星基幹放送業務の廃止後も取組を継続することとして、３月29日

に臨時かつ一時の目的のための放送（臨時目的放送12）に係る衛星基幹放送の業務の認定を

受け、４月１日以降も取組を継続（臨時目的放送は６月30日をもって終了）した。今般の取

組は、能登半島地震の被災地である能登半島北部の市町が、地形的な特殊性により地上波が

届きにくく、ケーブルテレビへの依存度が高い地域であり、地震の被害を受け、ケーブルテ

レビを通じて地上テレビジョン放送を視聴することができない状況が継続したことから、臨

時対応として、衛星放送を活用して行われたものである。 

 このような災害発生時における衛星放送の活用事例としては、2011年（平成23年）３月11

日に発生した東日本大震災の際、被災地（岩手県、宮城県、福島県の３県並びにその周辺の

地域）において地上テレビジョン放送が受信できない場合に、一時的に、上述の「地デジ難

視対策衛星放送（衛星セーフティネット）」を利用した対策を実施した例がある。当該対策

においては、当初、視聴可能期間を約半年間とし、放送内容については、衛星セーフティネ

ットを活用していることから、居住地等で視聴できる放送と同系列の東京地区の地上デジタ

ル放送の番組を無料で視聴できるようにしたものであった。 

 衛星放送は、軌道位置にあるひとつの送信点から一波で全国をカバーすることが可能であ

り、災害発生時に地上放送を視聴することができない地域に対しても、放送を通じて必要な

情報を送り届けることが可能であると考えられることから、今回のＮＨＫの取組等も参考と

して、災害発生時における衛星放送活用の可能性や今後の対応策等について議論・検討を行

うことが適当であると考えられる。本検討項目は、このような経緯を踏まえ、第５回会合に

おいて、事務局からワーキンググループにおいて災害発生時における衛星放送の活用につい

て議論・検討を行うことを提案し、了承されたものであり、ワーキンググループにおいて

は、論点を「放送を行うための周波数帯域」、「放送の実施主体」、「平時における放送」の３

点に整理し、議論・検討を行った。 

① 放送を行うための周波数帯域 

 災害発生時において衛星放送を活用して情報提供を行うためには、今般のＮＨＫの取組や

東日本大震災時の事例のように既存の放送や取組を活用するものでなければ、当該放送を衛

星基幹放送の業務として行うための周波数帯域を確保することが必要となる。 

                            
12 臨時目的放送は、放送法施行規則（昭和25年電波監理委員会規則第10号）第７条第２項各号に掲げる「国又は地方公共団体

が主催し、後援し、又は協賛する博覧会その他これに類する催し物の用に供すること」又は「暴風、豪雨、洪水、地震、大規

模な火事その他による被害が発生した場合に、その被害を軽減するために役立つこと」のいずれかを目的とするものでなけれ

ばならない。 



17 
 

 ＮＨＫの取組の場合は、当初は「ＮＨＫ ＢＳプレミアム」の放送を行っていた周波数で

放送を行い、４月１日以降の業務については、臨時目的放送として当該周波数を指定した認

定に基づいて放送を行ったものであり、新たに周波数帯域を確保することは要しない状況で

あったが、今後、災害発生時における衛星放送の活用の実現を図るためには、周波数帯域の

確保の在り方、必要な帯域幅、中継器利用料等のインフラコスト負担等について検討するこ

とが必要であると考えられる。 

② 放送の実施主体 

 衛星放送のうち、ＢＳ放送や東経110度ＣＳ放送は衛星基幹放送であり、基幹放送の業務

を行おうとする者は、放送法第93条第１項の規定に基づき総務大臣の認定を受けることが必

要である。 

 災害発生時における衛星放送についても同様であり、その実施に当たっては総務大臣の認

定を受ける必要があるが、放送の実施形態（常時放送を行うのか、又は災害発生時において

のみ臨時に放送を行うのか）によって、実施主体に対する認定についての考え方も変わるも

のと考えられる。上述のとおり、衛星セーフティネットの場合は当時の社団法人デジタル放

送推進協会（Ｄｐａ）が実施主体として認定を受けていたが、災害発生時において放送を行

う場合、どのような実施主体が衛星基幹放送事業者としての責任を持って放送を行うことが

適切であるか、また、真に被災地にとって必要な情報を提供するためにはどのような実施体

制が適切であるか、災害の規模や被災地における地上放送等の視聴状況等を踏まえつつ検討

することが必要であると考えられる。 

③ 平時における放送 

 上述のとおり、災害発生時に衛星放送を行うための周波数帯域について、所要の周波数帯

域を確保し、割当てを行う場合には、平時における放送の実施についても検討することが必

要であると考えられる。 

 平時においても衛星放送を行う場合は、常時放送を行うための運用体制や設備、放送番組

等を確保した上で衛星基幹放送の業務に係る認定を受けることが必要であり、また、中継器

利用料等のインフラコストについても、平時・災害発生時を問わずに負担することが必要と

なること、災害が発生した場合の放送の切替えや放送番組の手配等についても、事前に準

備・検討を行うことが必要となることに留意が必要であると考えられる。 

 

今後の方向性等 

 災害発生時における衛星放送の活用については、ワーキンググループで整理したとおり、

「放送を行うための周波数帯域」、「放送の実施主体」、「平時における放送」といった論点を

中心として、中継器利用料等のインフラコストや衛星基幹放送に係る業務の認定等に関連す

る制度面の整備の必要性等の課題を含め、複合的に検討を行うことが必要であると考えられ

る。特に、中継器利用料等のインフラコストについては、帯域の使用形態により負担規模等
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が異なることが想定され、インフラコストの適正な負担の在り方についても検討することが

必要であると考えられる。 

 周波数帯域の確保については、当該帯域の使用形態（常時使用するのか、又は災害発生時

においてのみ臨時に使用するのか）により、帯域の確保、つまりは周波数の割当てについて

の考え方が変わるものと考えられる。帯域を常時使用することを想定するのであれば、後述

する中継器利用料等の負担や平時における放送の在り方も含めて検討することが必要である

と考えられる。また、必要な帯域幅については、通常ＢＳ放送においては、高精細度テレビ

ジョン放送（いわゆる２Ｋ放送）を１つの中継器の４分の１の帯域幅13である「12スロッ

ト」を使用して行っているが、災害発生時に衛星放送を活用した情報提供を行う場合は、一

般的な２Ｋ放送と同等の帯域を使用する必要性についても検討することが必要であると考え

られる。ワーキンググループにおいては、Ｂ－ＳＡＴから災害対策ＢＳ放送のハード面につ

いて説明を聴取し、地上放送の映像・音声のみを衛星放送で放送する場合、最低でも８～９

スロットは必要（放送内容によって変動）となることが指摘された。使用スロット数によっ

てインフラコストである中継器利用料等が変動することも踏まえ、適正な帯域幅について検

討することが必要であると考えられる。 

 さらに、Ｂ－ＳＡＴからは、臨時サービス（臨時チャンネル）14の活用可能性についても

報告された。臨時サービスは、災害発生時において、既に周波数の割当てを受けている既存

の衛星基幹放送事業者における周波数の活用や対応の可能性を拡げるものであると考えら

れ、事前の送出装置の整備の必要性等を含め、さらに詳細に検討することが必要であると考

えられる。 

 放送の実施主体については、今般のＮＨＫの事例は、臨時かつ一時の目的のために衛星基

幹放送の認定を受けた初めてのケースであり、災害発生時における衛星放送の活用に向けた

認定の在り方に関して、ひとつのモデルとなるものと考えられるが、災害発生時における手

続であることに鑑み、認定に係る手続についても、速やかに行うことができるように検討す

ることが必要であると考えられる。また、臨時に放送を行う場合については、ワーキンググ

ループにおいて、Ｂ－ＳＡＴからマスター設備の確保やアップリンク設備の変更等のハード

に係る準備・対応の必要性が指摘された。解決策のひとつとして、Ｂ－ＳＡＴが保有・運用

する車載型地球局（非常災害時において、アップリンクセンターから放送衛星への番組送信

が不可能になった場合に緊急送信設備として利用可能）の活用可能性について報告された。

このような手段については、技術的に解決すべき課題はあるものの、ハード設備の補完手段

としての観点から、実施主体や放送の実施方法等の検討に資するものであると考えられる。 

 災害発生時に速やかに放送を行うためには、平時から体制を整備し、放送を行っているこ

とが重要であることが指摘されており、このような特殊な運営形態を踏まえた衛星基幹放送

の認定の在り方についても検討することが必要であると考えられる。 

                            
13 １中継器を48スロットとした場合。現行のＢＳ放送においては、１中継器で最大４チャンネルの２Ｋ番組を放送することが

可能。 
14 通常の放送を行っている番組の帯域を分割して臨時の番組の送出を行うもの（いわゆるマルチ放送）。 
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 ワーキンググループにおいては、技術的なネットワーク構成や運用手順等について平時か

ら統一的に検討を行うことの必要性、災害発生時に衛星放送を活用して提供することが必要

な情報（放送番組の内容）、例えば大規模災害の場合に求められる情報についての検討の必

要性等が指摘された。また、災害時におけるサービス水準、視聴者側の受信環境、臨時サー

ビスのパターン化等に係る検討の必要性に関する意見も示されており、特に、視聴者側の受

信環境については、被災地の状況によって差異が生じることがないよう、一般的に普及して

いる技術や方式によって情報提供が行われることが重要であることが指摘された15。 

  災害の発生は予測不可能であるが、本年８月には「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注

意）」が発表されており、災害発生時における衛星放送を通じた情報提供については、被害

が広範囲に及ぶ可能性がある大規模災害も念頭に検討を行うことが必要である。 

 総務省においては、このような状況を踏まえ、調査やシミュレーション等を通じて、災害

発生時に衛星放送を行うための周波数帯域、実施主体、災害時に必要となる情報（放送番組

の内容）等について事前に検討を行うとともに、実行に移す場合の枠組みや行政の関与の在

り方等の様々な課題や必要な対応等についても検討を進めることが必要であると考えられ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            
15 視聴者が特定可能であり、あらかじめ受信環境の整備が可能な地上波代替とは異なる。 
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（４）右旋帯域の有効利用 

 衛星放送の右旋帯域は、ＢＳ放送・ＣＳ放送ともに利用可能な周波数がひっ迫している状

況となっている。このような状況を解消するためには、帯域再編を行って空いている周波数

帯域を集約することで有効活用を図っていく方法も考えられるが、４Ｋ放送に使用されてい

る、より圧縮効率の高い新たな映像符号化方式を２Ｋ放送においても使用することにより、

１つの番組で使用する周波数の帯域を縮減する方法も考えられる。 

 映像符号化方式について、現在、２Ｋ放送においてはＭＰＥＧ－２方式が使用されてお

り、４Ｋ放送においてはＭＰＥＧ－２方式より圧縮効率の高いＨＥＶＣ方式が使用されてい

る。総務省では、2020年度（令和２年度）及び2021年度（令和３年度）に「ＢＳ放送用周波

数の効率的な利用に関する調査検討」を行い、ＭＰＥＧ－２方式と同等の画質を確保した上

でＨＥＶＣ方式を使用する場合に必要となるスロット数等について検証した。調査検討を請

け負った日本電気株式会社（ＮＥＣ）からは、ＭＰＥＧ－２方式では１中継器の総スロット

数48スロットのうち12スロットを用いて行っていたテレビジョン放送について、ＨＥＶＣ方

式では１中継器の総スロット数120スロットのうち15スロットで同等の画質を得られるとい

った調査結果が示されている。このことから、ＨＥＶＣ方式を２Ｋ放送でも使用すること

で、より少ない周波数帯域幅で同等の質の映像を放送することが可能と見込まれている。 

 また、ＮＥＣからは、衛星放送において２Ｋ放送を行う際にＨＥＶＣ方式を使用するに当

たっては、衛星基幹放送に係る周波数の使用に関する基準（令和２年総務省令第９号）の改

正や画質評価会による画質主観評価が必要であることとともに、送信側の課題として、放送

局やアップリンク局の設備改修、また受信側の課題として、受信機のＨＥＶＣ方式への対応

や視聴者への周知等、取り組むべき課題も示されている。 

 衛星基幹放送の業務に係る周波数は、上述の総務省令において、その上限となるスロット

数が規定されている。例えば、ＢＳ放送におけるＭＰＥＧ－２方式による２Ｋ放送に使用で

きるスロット数は、高精細度テレビジョン放送のうち一の映像の符号化された映像信号の水

平方向の輝度信号の画素数を「1,440」としているもの（いわゆるＨＤ画質の放送）につい

ては12スロット、一の映像の符号化された映像信号の水平方向の輝度信号の画素数を

「1,920」としているもの（いわゆるフルＨＤ画質の放送）については20スロットを上限と

している。また、テレビジョン放送と合わせてデータ放送を行うときは２スロット、マルチ

編成を行うときは４スロットを加算した数が上限となる。他方、現行制度では、２Ｋ放送に

おけるＨＥＶＣ方式の使用が想定されていないところである。 

 

今後の方向性等 

 上述の調査結果を踏まえれば、ＨＥＶＣ方式を使用することにより、限られた周波数帯域

をより効率的に使用することが可能となると考えられる。また、同じ映像符号化方式を使用

することで、２Ｋ放送と４Ｋ放送が同一の中継器を使用することができるようになるため、

帯域再編をより柔軟に実施することが可能となると考えられる。これらの効果によって、前
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述の災害時における衛星放送を行うための周波数帯域の確保や使用する周波数帯域が縮減さ

れることによるソフト事業者のインフラコストの低減が期待される。ついては、より圧縮効

率の高いＨＥＶＣ方式を２Ｋ放送に使用する選択肢を設ける制度整備を実施することが望ま

しいと考えられる。 

 なお、上述の調査においては、ＭＰＥＧ－２方式と同等の画質を得るためにＨＥＶＣ方式

で必要となるスロット数について、画質評価用の映像素材16を用い、機械による測定を行い

検証されていた。制度の具体案の検討に当たっては、これに加え、実際に人間が肉眼で見た

場合にどのように見えるかという点について、画質主観評価を、実際のＨＥＶＣエンコー

ダ、画質評価用の映像素材を用いて実施し、必要な周波数帯域幅等を検討する必要がある。 

 また、将来的な制度の運用や放送事業者における新しい設備等の導入、ＨＥＶＣ方式に対

応した受信機の普及、視聴者への周知等については、関係者が連携して引き続き検討を行っ

ていく必要があると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            
16 「ＩＴＥハイビジョンシステム評価用標準画像第２版Ａシリーズ」 
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（５）衛星基幹放送の認定における通販番組の扱い 

 総務省においては、ＮＨＫの「ＮＨＫ ＢＳプレミアム」の放送終了後の空き帯域やその

他既に生じている空き帯域を活用し、ＢＳ放送の右旋帯域において４Ｋ放送を実施する放送

事業者３者の認定を行うこととし、2023年（令和５年）３月～５月にかけて認定申請の公募

が行われた。 

 公募においては、当初５者から認定申請17があり、審査の過程において２者が申請を取り

下げ、３者の認定予定に対して３者を審査することとなったため、絶対審査（放送を実施す

る上で必ず満たすべき条件への適合性について審査（１つでも適合しない事項があれば認定

拒否））のみが実施された。 

 同年11月には、審査結果を踏まえ、新規事業者１者、既存事業者２者の合計３者すべてを

認定することが適当であるとして電波監理審議会に諮問された。電波監理審議会において

は、諮問のとおり認定を行うことは適当であるとしながらも、今回の認定を受ける３者のう

ち２者が通販番組のみを放送する者であったことに鑑み、総務省に対して、衛星放送の認定

基準には見直す点があり、衛星放送を取り巻く環境の変化なども踏まえ、衛星放送全体の制

度の在り方について、時代に即したものになるように適切に検討するよう、要望が示され

た。 

 衛星基幹放送における認定に係る審査に当たっては、一定事項の周知又は宣伝のために対

価を得て行う放送を広告放送と解しており、通販番組がそのような放送に該当する場合は、

広告放送として取り扱うこととされている。また、認定に係る審査基準（放送法関係審査基

準（平成23年総務省訓令第30号））上、絶対審査を通過した申請者が競合し、比較審査を行

うこととなった場合18において、広告放送の割合（一週間当たりの放送時間全体における対

価を得て行う広告放送に係る放送時間の占める割合が３割を超えない）について審査を行う
19こととされている。 

 比較審査については、第一次比較審査において、「広告放送の割合」の他、「青少年の保

護」、「字幕番組の充実」、「放送番組の高画質性」の４つの審査基準20を設け、いずれにも適

合しているものを優先するものとされている。仮に、申請者が「広告放送の割合」に係る基

準に適合していない場合は、競合関係にある他の申請者に劣後することとなる21が、上述の

ように、申請者数が認定予定数を超過せず、指定することのできる周波数が不足しない場合

は比較審査が行われない。このため、「広告放送の割合」に係る比較審査基準に適合してい

                            
17 ＳＣサテライト放送株式会社、ＯＣＯ株式会社、株式会社ＱＶＣサテライト、株式会社東京通信グループ、株式会社ＷＯＷ

ＯＷの５者が申請。ＳＣサテライト放送株式会社、株式会社ＱＶＣサテライトの２社は、2018年（平成30年）12月から、ＢＳ

放送の左旋帯域において、ショッピング専門チャンネルを放送。 
18 放送法関係審査基準においては、衛星基幹放送の業務に関し、衛星基幹放送事業者に指定することのできる周波数が不足す

るときは、比較審査を行うものとされている。 
19 広告放送の割合は、第一次比較審査（別紙３ ２（１））及び第二次比較審査（別紙３ ３（４））において審査を実施。  
20 例えば、「青少年の保護」については成人向け番組を含む放送行わないこと、「字幕番組の充実」については字幕付与可能な

放送番組に係る一週間当たりの放送時間全体における字幕を付与する放送番組に係る放送時間の占める割合が５割以上である

ことが基準として規定されている。 
21 左旋帯域における超高精細度テレビジョン放送の認定に係る審査の場合は、「広告放送の割合」は除いて審査が行われる。 
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 今後、上記の認定と同様の結果が生じた場合は、衛星放送全体として放送番組の多様性に

影響が及ぶことも想定される。他方、特に無料放送においては、通販番組を含む広告放送が

衛星基幹放送事業者の経営基盤の一端を支えているとも考えられ、衛星放送の持続可能性を

確保する観点からは、放送番組の多様性とのバランスを考慮しつつ、慎重に検討する必要が

あると考えられる。 

② 視聴者・消費者への配慮 

 衛星基幹放送の認定における通販番組の扱いに係る検討に当たり、通販番組（いわゆるテ

レビショッピング）の視聴者・消費者に対する影響を把握する一環として、独立行政法人国

民生活センターから、消費生活相談の状況について説明を聴取した。国民生活センターから

は、テレビショッピング全体の年間の相談件数は約１万件程度（2023年度（令和５年度）は

9,111件）であり、年間約20万件の相談件数で推移しているインターネット通販（2023年度

（令和５年度）は251,379件）と比較すると、相談件数としては少ない状況であることが報

告された（相談件数は、いずれも2024年（令和６年）５月31日までに全国消費生活情報ネッ

トワークシステム（ＰＩＯ－ＮＥＴ）に登録された件数）。 

 消費生活相談について性別・年代別で見ると、テレビショッピングに関する相談は、女性

の方が多く、かつ、70歳以上の相談が多い状況であることが報告され、社会的に高齢層の割

合が増加する中で、テレビショッピングについては、引き続き、高齢層からの相談が一定程

度の規模で寄せられる可能性が指摘された。なお、インターネット通販に関する相談は、男

性・女性がおおよそ半々であり、幅広い年代から相談が寄せられている状況となっており、

相談件数とともに、テレビショッピングとは様相が異なるものであると考えられる。 

 また、放送事業者側の対応として、衛星放送における通販番組に関し、業界団体や衛星基

幹放送事業者が策定している放送基準やガイドラインについて、一般社団法人衛星放送協会

から説明を聴取した。衛星放送協会からは、放送基準を策定して広告に係る基準を明記する

とともに、広告放送のガイドラインを策定し、会員社に対して、ショッピング番組及び通信

販売などの広告等に係る判断の指針を示していることが共有された。また、衛星放送協会の

会員社である、ショッピング専門番組を運営するＳＣサテライト放送株式会社、株式会社Ｑ

ＶＣサテライトにおいても、放送基準を適切に策定・運用するとともに、ショッピング専門

番組の特長を生かした番組作りや視聴者・消費者対応に取り組んでいることが報告された。 

 

今後の方向性等 

 衛星基幹放送の認定における通販番組の扱いについては、ワーキンググループで整理した

とおり、「衛星放送における多様性の確保」、「視聴者・消費者への配慮」というフェーズの

異なる２つの観点を踏まえ、課題の解決に取り組んでいくことが必要であると考えられる。

ワーキンググループにおいては、衛星放送全体の価値を高め、視聴者に衛星放送を継続的に

視聴するという選択を続けてもらうためには、多様性の確保のための取組が必要であり、そ

の取組が放送事業者の持続可能性に資するものであること、衛星放送には様々な専門的な形
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態のチャンネルが存在することを踏まえ、地上放送と同様の基準で多様性を考えるのではな

く、柔軟な検討が必要であることが指摘された。 

また、衛星基幹放送に係る認定制度に関しては、絶対審査と比較審査が行われている中

で、絶対審査で求められる要件と比較審査で求められる要件の振り分けにも着目し、第一次

比較審査における審査の一部を絶対審査において行うといった審査基準の入替え等について

検討を行う可能性や、衛星放送が全国を放送対象地域とする、地域性には囚われないメディ

アであるからこそ、社会における情報の多様性、多元性に資するものになっているかという

点について評価を行う重要性について指摘された。 

他方、多様性の確保の観点から絶対審査において通販番組に係る審査基準を設けることに

ついては、放送法が保障する放送番組編集の自由に配慮する必要があることが指摘され、通

販番組の参入を限定するのではなく、認定に係る審査において、衛星基幹放送に係る業務を

行おうとする者が自主的に実施しようとしている視聴者・消費者保護に係る取組をポジティ

ブに評価する仕組みの導入等について検討することが提案された。特に４Ｋ放送について

は、放送事業としての経営が厳しい状況であり、必ずしも多くの新規参入が見込まれる状況

ではないことを踏まえ、今後、さらに参入が難しくなる方向に進むと業界の発展に影響が出

てしまう可能性があることについて懸念が示された。 

  このような点を踏まえ、衛星基幹放送の認定における通販番組の扱いについては、次期の

認定を念頭に、引き続き、放送番組編集の自由等に留意しつつ、多様性の確保や視聴者・消

費者への配慮の観点から、通販番組に係る審査基準の在り方について慎重に検討を行うこと

が必要であると考えられる。 

 また、通販番組に係る視聴者・消費者への配慮については、テレビジョン放送の視聴時間

が高齢層で長くなる傾向にある23こと、消費生活相談においてテレビショッピングに関連す

る高齢層からの相談が多い状況にあることに留意する必要があると考えられる。テレビショ

ッピングで買い物を行う場合、契約事項を文字で確認することが可能なインターネット通販

とは異なり、視聴者・消費者は架電による通話が必要となり、契約に係る情報はオペレータ

ーから音声で伝えられるのみであるため、誤認が生じる可能性があることも指摘されてお

り、放送事業者においては、このようなテレビショッピング特有の課題を踏まえた消費者対

応が求められるところ、視聴者・消費者における誤認を防止するための対応等を盛り込んだ

業界の自主的なガイドライン作成の必要性が指摘された。 

 このような点を踏まえ、通販番組に係る視聴者・消費者への配慮については、衛星放送業

界全体として実効性のある取組が講じられるよう、衛星放送に係る業界団体をはじめとする

関係者が連携し、放送事業者の自主的な取組を強化するための仕組みづくりを促進すること

が必要であると考えられる。 

                            
23 平日・休日におけるテレビジョン放送のリアルタイム視聴の平均利用時間は、年齢層が高くなるほど長くなる傾向がある。

（出典：総務省情報通信政策研究所「令和５年度情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」） 
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デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会 

「衛星放送ワーキンググループ」開催要綱（改定版） 

１ 背景・目的 

本ワーキンググループは、デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会

（以下「検討会」という。）の下で開催される会合として、検討会取りまとめを踏まえ、

衛星放送を取り巻く環境が変化する中で、衛星放送における課題を解決し、持続可能な

衛星放送の将来像を描くべく、インフラコストの低廉化に資するハード設備の在り方や

衛星放送における４Ｋ放送への取組等、短期・中期にわたる諸課題への対応に関して、

具体的・専門的な議論・検討を行うことを目的とする。 

２ 名称 

本ワーキンググループは「衛星放送ワーキンググループ」と称する。 

３ 検討項目 

（１）衛星放送に係るインフラコストの低減

（２）左旋の空き帯域の有効活用

（３）右旋帯域の有効利用

（４）その他

４ 構成及び運営 

（１）本ワーキンググループの主査は、検討会座長が指名する。本ワーキンググループの

構成員は、主査が指名する。

（２）主査は、本ワーキンググループを招集し、主宰する。

（３）主査は、必要があると認めるときは、主査代理を指名することができる。

（４）主査代理は主査を補佐し、主査不在のときは主査に代わって本ワーキンググループ

を招集する。

（５）主査は、必要に応じ、必要と認める者を構成員又はオブザーバとして追加すること

ができる。

（６）主査は、必要に応じ、構成員以外の関係者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（７）その他、本ワーキンググループの運営に必要な事項は、主査が定めるところによる。 

５ 議事の取扱い 

（１）本ワーキンググループの会議は、原則として公開とする。ただし、公開することに

より当事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合そ

の他主査が必要と認める場合については、非公開とする。

（２）本ワーキンググループの会議で使用した資料及び議事要旨については、原則として

公開する。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の

利益を害するおそれがある場合その他主査が必要と認める場合については、非公開と

する。
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６ その他 

本ワーキンググループの庶務は、情報流通行政局衛星・地域放送課が、関係課の協力

を得て、行うものとする。 
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（別紙） 

「衛星放送ワーキンググループ」 
構成員名簿 

   （敬称略・主査を除き五十音順。令和６年４月 15日現在） 

＜構成員＞

（主査） 伊東
い と う

 晋
すすむ

東京理科大学  名誉教授 

飯塚
いいづか

 留
る

美
み 一般財団法人マルチメディア振興センター 

調査研究部 研究主幹 

石岡
いしおか

 克
かつ

俊
とし

 慶應義塾大学大学院法務研究科 教授 

大谷
おおたに

 和子
か ず こ

 株式会社日本総合研究所 執行役員法務部長 

奥
おく

 律
りつ

哉
や

株式会社電通総研 名誉フェロー 

落合
おちあい

 孝
たか

文
ふみ

 渥美坂井法律事務所・外国法共同事業  

プロトタイプ政策研究所所長・シニアパートナー弁護士 

音
おと

 好宏
よしひろ

 上智大学文学部 教授 

曽我部
そ が べ

真
ま さ

裕
ひ ろ

京都大学大学院法学研究科 教授 

長田
な が た

 三
み

紀
き

情報通信消費者ネットワーク 

林
はやし

秀
しゅう

弥
や

名古屋大学大学院法学研究科  教授 

＜オブザーバ＞ 

一般社団法人衛星放送協会 

スカパーＪＳＡＴ株式会社

全国町村会 

一般社団法人電子情報技術産業協会 

日本放送協会 

一般社団法人日本民間放送連盟 

株式会社放送衛星システム 

一般社団法人放送サービス高度化推進協会 

※ 坂本
さかもと

 有
ゆ

芳
か

構成員(鳴門教育大学大学院教授)は、第４回会合(令和６年２月13日)まで参加。 
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参考２ 開催経緯 

参考-5





参考３ ヒアリング資料集 
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（１）衛星放送に係るインフラコストの低減

株式会社放送衛星システム 

スカパーＪＳＡＴ株式会社

一般社団法人衛星放送協会 

  気象衛星ひまわり運用事業株式会社 
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（２）地上波代替における衛星放送の活用

日本放送協会 

株式会社三菱総合研究所 

  一般社団法人放送サービス高度化推進協会 

株式会社ＮＨＫテクノロジーズ 

株式会社ＷＯＷＯＷ 

スカパーＪＳＡＴ株式会社
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（３）災害発生時における衛星放送の活用

株式会社放送衛星システム 
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（４）右旋帯域の有効利用

日本電気株式会社 

参考-90













（５）衛星基幹放送の認定における通販番組の扱い

独立行政法人国民生活センター 

一般社団法人衛星放送協会 
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